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第８回くろまぐろ部会 

議 事 次 第 

 

 

日時：令和３年１０月１２日（火）      

１０：００～１１：２６       

場所：農林水産省本館８階 水産庁中央会議室 

 

 

１ 開会 

 

２ 議事 

 （１）部会長の選任及び部会長代理の指名について 

 （２）ＷＣＰＦＣ（中西部太平洋まぐろ類委員会）「北小委員会」の結果について 

 （３）「第５管理期間以降のくろまぐろの漁獲可能量の配分の考え方について」に基づ 

    く配分の現状について 

 （４）令和４管理年度以降の配分に係る検討の方向性について 

 （５）その他 

 

３ 閉会 

 



 

－2－ 

午前１０時００分 開会 

○資源管理推進室長 それでは、予定の時刻となりましたので、ただいまから水産政策審

議会資源管理分科会第８回くろまぐろ部会を開催いたします。 

 私は本日の事務局を務めます資源管理推進室長の魚谷でございます。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 本日は新型コロナウイルス感染症の状況を踏まえて、ウェブ形式での御出席を推奨させ

ていただいているところです。 

 ウェブ会議で御出席の委員の皆さんにおかれましては、Ｗｅｂｅｘのマイク機能をオン

にして御発言をしていただければと思います。それ以外のときはミュートの状態にしてく

ださるよう、お願いいたします。 

 また、音声が途切れること等があるかもしれませんので、その場合は画面左側、チャッ

ト機能などで事務局の方にお知らせいただければと思います。 

 それでは、委員の出席状況について御報告をいたします。水産政策審議会令第８条第３

項で準用する同条第１項の規定により、部会の定足数は過半数とされております。本日は、

くろまぐろ部会委員７名中７名の方が出席されており、定足数を満たしておりますので、

本日の部会は成立いたしておりますことを御報告いたします。 

 それでは、次に配布資料の確認をさせていただきます。お手元の封筒の中の資料でござ

いますが、まず、議事次第がございます。その次に資料一覧がございます。これに基づい

て御確認いただければと思います。 

 まず、資料１として部会の委員名簿、資料２－１、２－２として、くろまぐろ部会の運

営規則、あと、議論の進め方という資料、資料３として、ＷＣＰＦＣ北小委員会の結果に

ついての資料、資料４－１、４－２として、「第５管理期間以降のくろまぐろの漁獲可能

量の配分の考え方について」に基づく配分の現状、あと、この「考え方」の文書そのもの

を配布しております。 

 資料５として、「令和４管理年度以降の配分に係る検討の方向性について」という資料、

あと、この資料５の参考として、横長の表形式で、「第５管理期間以降の配分の基本的考

え方」という資料がございます。資料６として、参考の「太平洋クロマグロの資源管理に

ついて」という資料、以上でございます。 

 資料に不備等ございましたら、事務局の方にお申し付けいただければと思います。 

 それでは、今回は、水産政策審議会委員の改選後、最初の部会開催となっております。
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これまで当部会の部会長につきましては、山川前委員にお務めいただいたところでござい

ますが、山川委員は退任されておりますので、現時点で部会長が不在という状況となって

おります。委員の皆様の互選により部会長が選任されるまでの間、私が引き続き議事進行

を務めさせていただきます。 

 それでは、議題１でございます。部会長の選任及び部会長代理の指名についてでござい

ます。部会長の選任につきましては、水産政策審議会令第６条第２項の規定により、委員

の皆様の互選によるということとされておりますので、自薦、他薦を問わず、委員の皆様

の御提案をお願いいたします。 

 川辺委員、お願いします。 

○川辺委員 東京海洋大学の川辺でございます。 

 部会長ですけれども、前期の副部会長でもあり、また、資源管理に高い見識をお持ちの

田中栄次委員にお務めいただければと思うんですが、いかがでしょうか。 

○資源管理推進室長 御提案ありがとうございます。 

 ただいま川辺委員から、田中委員を部会長にという御提案がございましたけれども、い

かがでしょうか。 

○堀内委員 私も田中委員を推薦したいと思います。 

○資源管理推進室長 ありがとうございます。 

 ほかの委員の方々、よろしいでしょうか。 

 それでは、異議がないということでございますので、田中委員に部会長に御就任いただ

き、ここからの議事は田中部会長に引き継ぎたいと思います。 

 それでは、田中委員、席を移動していただいて、議事の進行をお願いいたします。 

○田中部会長 田中でございます。微力ではございますが、運営に尽力したいと思います

ので、よろしくお願いしたいと思います。 

 さて、当面は、本部会は、漁業法に基づくくろまぐろに関する漁獲可能量の令和４管理

年度以降の配分のあり方について議論していくこととなります。令和４管理年度の我が国

の漁獲可能量の増枠等が正式に決定するのは、本年の12月のＷＣＰＦＣ年次会合を経てと

いうことになります。 

 本日は先週開催されましたＷＣＰＦＣ北小委員会の結果の説明を受けた後、現状の配分

についての状況の整理や、検討の基本的な方向性を確認した上で、見直すべき事項や追加

する要素について議論したいと思いますので、よろしくお願いいたします。 
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 続きまして、水産政策審議会令第６条第５項の規定に基づきまして、部会長代理を指名

させていただきます。部会長代理には、これまでも当部会に属する委員として御尽力して

いただいております川辺委員にお願いしたいと思います。川辺委員、どうぞよろしくお願

いいたします。 

○川辺委員 承知いたしました。 

○田中部会長 お返事ありがとうございます。 

 報道関係のカメラ撮りは、ここまでとさせていただきますので、カメラ撮影の方は御退

席をお願いしたいと思います。 

 それでは、続きまして、議事を進めたいと思います。 

 議題２、ＷＣＰＦＣ北小委員会の結果についてですが、事務局から資料の説明をお願い

します。 

○漁業交渉官 資源管理部国際課の福田と申します。どうぞよろしくお願いします。 

 資料３に沿って、先般開催されましたＷＣＰＦＣ北小委員会の結果について御説明をし

たいと思います。 

 ＷＣＰＦＣ北小委員会は、先週になりますけれども10月５日から７日まで、ウェブ会議

形式で開催されました。この会議には北小委員会のメンバーであります10か国・地域が全

て参加しまして、７月のＷＣＰＦＣ北小委員会とＩＡＴＴＣの合同作業部会でコンセンサ

スが得られました大型魚の漁獲枠の15％増を含む新しい措置について、合意が得られたと

ころであります。 

 ただし、会議の中で太平洋島しょ国から、クロマグロ資源は依然として低水準である中

で、増枠には懸念があるといった意見が出されまして、12月のＷＣＰＦＣ年次会合に向け

て、引き続き太平洋島しょ国との間で意見交換を行っていく必要があると考えております。 

 ２ページ目の参考１に、今回合意された措置の概要を示しております。７月の合同作業

部会で合意された内容と同一でありますけれども、大型魚の15％の増枠、そして、漁獲枠

の未利用分について、漁獲枠の17％を上限に翌年に繰り越しできる規定を今後３年間延長

するということ、そして、小型魚から大型魚への振替について、通常１対１での振替であ

るところ、小型魚枠の10％までは1.47倍に換算して振り替えることができるといった措置

が盛り込まれております。 

 繰り返しになりますけれども、太平洋島しょ国を中心に資源水準について懸念を示す意

見が引き続きありますところ、全くまだ予断を許さない状況ではありますけれども、12月
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のＷＣＰＦＣ年次会合に向けまして、引き続き関係国への説明、働きかけを行っていく方

針としております。 

 簡単ですが、今回の北小委員会の結果概要について、事務局の方から説明をさせていた

だきました。 

○田中部会長 ありがとうございます。 

 ただいまの事務局からの説明について、御質問、御意見等ございましたら、発言をお願

いいたします。 

 川辺委員、どうぞ。 

○川辺委員 御説明ありがとうございます。ちょっと教えていただきたいんですけれども、

この大型魚15％増というのは、資源の状況が改善されているから、15％ぐらい多めに獲っ

ても大丈夫だねという、そういう話で決まったようなものなんでしょうか。あるいは、も

うちょっと何か複雑な政治的な背景があって、こういう形になったんでしょうか。もし、

簡単に教えていただければ幸いです。お願いします。 

○田中部会長 交渉官、どうぞ。 

○漁業交渉官 御質問ありがとうございます。 

 クロマグロ資源がまだ資源水準が低いというのは事実でございまして、そのためにＷＣ

ＰＦＣの方におきまして、資源回復計画というのを今実施中でございます。その資源回復

計画期間中においても目標を定めていまして、2024年までの目標、2034年までの目標とい

うことになっていまして、その達成確率に応じて、回復期間中でも一定の回復確率が得ら

れるのであれば、その範囲で増額をしてもいいという漁獲管理ルールができております。 

 そのルールに基づきまして、今般、この15％の大型魚の増枠について、アメリカの合意

も得ながら、合同作業部会で今回の案ができたということであります。 

 依然として、クロマグロ資源水準が低いというのも事実でありますし、低いんだけれど

も、回復計画の中でそのスピードをコントロールするということも漁獲管理ルールの中で

認められていることですので、そのルールに従って、日本としては提案をしているという

ところでございます。 

○田中部会長 川辺委員、よろしいでしょうか。 

○川辺委員 ありがとうございます。ちょっと何かよく分からないんですけれども、多分

また後で詳しく御説明があるかなと思いますので。ありがとうございます。 

○田中部会長 多分、当面の回復目標としてＢゼロの20％を回復させると。その途中であ
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っても回復確率が高ければ、増枠しても構わないというルールだということなんですけれ

ども、その15％については、科学的な何かシミュレーションによるアセスメントがあると

いう理解でよろしいでしょうか。 

○漁業交渉官 昨年のＷＣＰＦＣの北小委員会からＩＳＣに対しまして、いくつかの増枠

シナリオに基づきまして、将来の回復シナリオが何％の確率で達成できるかといったよう

な計算をしていただいております。大型、小型とも20％増枠というのが一番大きな増枠の

幅なんですけれども、それでも先生がおっしゃったＢゼロの20％を達成する確率は90％を

超えている状況です。 

 今回の大型魚だけの15％増というのは、それよりも資源に対しては影響の少ない増枠幅

ですので、十分に90％を大きく超える達成確率が確保されているということが、ＩＳＣの

予測結果においても出ているということでございます。 

○田中部会長 ありがとうございます。９割を超えているというのはかなり高いと思うん

ですが、どこの国ですか、反対している国は。クック諸島ですか。 

○漁業交渉官 交渉のことですので詳細は控えますが、太平洋島しょ国は共通ポジション

として懸念を表明しております。ＷＣＰＦＣにおいても太平洋島しょ国の共通ポジション

だということで発言をするんですけれども、その共通ポジションの中で、クロマグロの資

源については、まだ初期資源量からすると4.5％ということで、依然として低いと。カツ

オだとかメバチだとかキハダに比べると、資源水準が低いと。そのような中にあって、回

復途上で達成確率は高いのかもしれないけれども、やはり増枠については、まだ慎重に考

えるべきなんじゃないのかといったような発言をしているという状況でございます。 

○田中部会長 なかなか政治的な理由もあると思いますね。 

 ほかにございますでしょうか。 

 それでは、もう１つ。小型魚の10％を上限として1.7倍に換算して振り替える、これも

シミュレーションか何かあるんでしょうか。 

○漁業交渉官 これについては、特にシミュレーションはしていませんけれども、小型魚

から大型魚への転換については、一般的に同量であれば、よりその資源のインパクトが小

さくなると。３歳から大型魚になりますけれども、２歳から３歳への重量の平均値を比較

したときに1.47倍ということになりますので、最も保守的な変換数値というのが1.47倍で

す。 

 仮に１歳魚と５歳魚を比較したら、もう少し大きい変換率になると思うんですけれども、
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２歳と３歳の資源へのインパクトを比較して、最も保守的な数値として1.47倍というのを

提案しておるところでございます。 

○田中部会長 ありがとうございます。 

 ほかに。 

 相変わらず部会長になっても、私ばかり発言して。 

 堀内委員、どうぞ。 

○堀内委員 ＷＣＰＦＣの交渉ですが、今、第６管理期間ということで、前任の太田審議

官からずっと引き続き交渉を行ってきていると。まだ増枠の回答は得られていないという

状況の中で、我々漁業者は、毎年なんですが期待をしております。15％の増枠に関しても、

漁業者はもちろんですが、私の方、青森の新聞とかでは、一般の消費者の方も新聞報道を

見ています。青森は特にマグロの漁獲が多いので、消費者の方も動向を気にして、私の方

にも、どうなっているという御意見もあります。是非粘り強い交渉で15％増枠を達成して

いただきたいと思います。 

 以上です。 

○田中部会長 これはもう要望を承ったということで、国民の関心事なので、最後の最後

まで分からないんだけれども、水産庁には御尽力いただきたいと思います。 

 全漁連の三浦委員から手が挙がっているようですが。どうぞ。 

○三浦委員 全漁連の三浦です。 

 まずは沿岸漁業者の悲願でもあり、そして、長い間希望していた漁獲枠の増枠につきま

しては、大型魚だけではありますけれども、先週のＷＣＰＦＣの北小委員会におきまして

再度合意されたことについて、水産庁を始め、政府代表団の皆様に感謝を申し上げます。

また12月に、これから年次会合というものを控えているわけでございますので、本合意が

再度勝ち取れるようお願いを申し上げますとともに、引き続き小型魚の増枠につきまして

も、まだ増枠の合意をなし得ていない中、増枠の方向性での交渉の方、よろしくお願いい

たします。 

 以上です。 

○田中部会長 じゃ、これも要望を承ったということでよろしいですね。 

 ほかにございますでしょうか。 

 いずれも頑張ってくださいということだと思いますので、よろしくお願いします。 

 それでは、本件につきましては、ここで閉じさせていただきまして、次の議題に進みた
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いと思います。 

 次は議題３、「第５管理期間以降のくろまぐろの漁獲可能量の配分の考え方について」

に基づく配分の現状についてと、議題４、令和４管理年度以降の配分に係る検討の方向性

について、これらに関して一括して議論を進めたいと思いますので、事務局から資料の説

明をよろしくお願いします。 

○資源管理推進室長 資源管理推進室長でございます。 

 資料４－１を御覧いただければと思います。この議題（３）ですけれども、こちら、現

状でどういう考え方に基づいて、どういう配分がなされているか、あるいは、どういう漁

獲実績になっているかというのをおさらいするというものです。 

 現状、このくろまぐろ部会の方で取りまとめた「第５管理期間以降のくろまぐろの漁獲

可能量の配分の考え方について」に書かれている考え方に基づいて、配分を行ってきてい

るということでございまして、資料４－２にこの「考え方」の文書そのものを付けてござ

いますけれども、説明の方は４－１に基づいて、要点をかいつまんで御説明をさせていた

だければと思います。 

 資料のページをめくっていただいて、目次があって、タイトルがあって、３ページ目で

ございますけれども、こちら、現状の考え方のポイントということで挙げさせていただい

ております。 

 まず、基礎的な配分としては、ＷＣＰＦＣの基準年である2002年から2004年を基本とし

て、近年の漁獲実績を勘案して配分するということとして、配慮すべき事項は、留保から

配分をするというのが基本的なところになります。 

 それで、実績以外に配慮すべき事項として、２つ目のポツの①、②と挙げておりまして、

まず、混獲回避の負担、経営の依存度等を考慮して、大型魚については、管理体制が整っ

ていない沿岸漁業等へ配慮するということ、②として、資源評価に用いるデータの収集を

考慮して、一部地域のひき縄漁業と近海かつお・まぐろ漁業（はえ縄）に対して配慮をす

るということ、それ以外に、「その他管理について」ということで、各都道府県等の漁獲

枠の遵守を基本としつつ、漁獲枠の融通の仕組みを策定するという、大まかにこの３点で

ございます。 

 ４ページについては、第７回までのくろまぐろ部会の議論の過程をお示ししておりまし

て、第５回、2018年11月１日に一旦この考え方を取りまとめて、それを一回見直しをして

いると。第６回、第７回ということで、一部改正をしているということでございまして、
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改正の内容としては、繰越しに関するルールですとか、繰越しのうちの国が留保した分の

取扱い、あと、台湾からの移譲、１年だけでしたけれども、大型魚の移譲分300トンの配

分方針等を追加したということで、一度改正を行っているという経緯がございます。 

 この後、５ページからは第５管理期間、第６管理期間、あと、今管理年度、この３年間

についてどういう配分方針でどういう配分、あるいは実績になっているかというのを年ご

とに御説明をいたします。 

 まず、６ページでございます。これは第５管理期間の配分方針ということでございまし

て、小型魚、大型魚を分けてございますけれども、１つ目の2002年～2004年を基本として

と、配慮すべき事項は留保から配分するというのは、先ほど御説明したとおりでございま

して、２つ目のポツとして、都道府県ごとの配分は、自主管理開始前、2010年から2012年

の暦年の実績を基準とするということ、あと、先ほども申し上げましたけれども、一部地

域のひき縄漁業に対して、データ収集の精度を担保するというための数量を、留保から当

初に上乗せ配分するという方針で実施しております。 

 大型魚についても、１つ目のところは基本的なところでございまして、２つ目のポツに

ついては、都道府県ごとの配分は、「管理期間と同期間」ですので、４月から翌３月とい

うことでございます。直近３か年の実績に基づき配分ということ、あと、近海かつお・ま

ぐろ漁業に対して、データの精度を担保するための数量を、留保から当初に上乗せ配分す

るという考え方でございます。 

 ７ページの方に移っていただきまして、こちらが第５管理期間の配分及び漁獲実績とい

うことになります。ＷＣＰＦＣ上の保存管理措置としての日本の漁獲枠は、小型魚4,007

トン、大型魚4,882トンというところが基本となっているわけですけれども、このうち小

型魚の枠のうちの250トン、これは大中型まき網の分ですけれども、こちらを当初時点で

大型魚の方に振り替えておりますので、毎年の実質的な枠の配分のスタートの数字は、小

型が3,757トン、大型魚が5,132トンということになっております。 

 この第５管理期間、繰越しがない状態ということで、これは漁期末時点の配分ですとか

実績を書いてございますけれども、配分量の合計は、それぞれ、今申し上げた小型魚

3,757トン、大型魚5,132トンということになっております。 

 それで、消化率全体を見ていただくと、小型魚の方が78.5％、８割弱という結果になっ

ておりまして、大型魚については89.7％ということで、ほぼ９割という形の消化率に終わ

ったということでございます。 
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 続きまして、第６管理期間の配分ということで、配分の方針については９ページの方に

書いてございます。基本的な考え方は、第５管理期間と同様の数量で配分ということです

けれども、繰越し分、未利用分の繰越しですが、こちらについて沿岸漁業を優先的に配分

をするという考え方、あと、混獲管理のためということで、瀬戸内海と隣接する海域に面

する８県に対して、小型魚を0.1トンずつ配分ということも行ったところでございます。 

 あと、大型魚についてでございますけれども、こちらも基本的には第５管理期間と同様

のところが基本となっておりまして、繰越し分については、２つ目のポツにありますよう

に、沿岸漁業と近海かつお・まぐろ漁業に優先的に配分ということでございますし、その

中身として沿岸漁業、都道府県に対しては、直近３か年の実績に、直近年、2018年の実績

を加えた４年間の最大実績まで配分をするということ、あと、混獲管理分ということで、

一律５トンの上乗せ配分、あと、近海かつお・まぐろ漁業は200トンを当初で上乗せ配分

ということをやっております。 

 また、ここに書いてございませんけれども、17％上限で繰越し、この年から実施してお

りますので、そういう中で融通を促進するために、他の都道府県等に譲渡したところに対

するメリット措置等を繰越しの中で行っておりますし、あと、大型魚については、台湾か

らの移譲分300トンというのがございましたので、それについての追加配分というのも行

っております。 

 続きまして、10ページが第６管理期間の配分と漁獲の実績ということでございます。そ

れで、先ほど実質的なスタートの数字が小型魚3,757トン、大型魚5,132トンと申し上げま

したけれども、小型魚については、第５管理期間からの繰越し分681.1トンありましたの

で、それを加えましたけれども、年の終盤時点でかなり消化率が低い状態で、大型魚の方

が消化率が高いというような見方に基づいて、年度の終盤で、留保のうちの200トンを大

型魚に振り替えるという変更も行いまして、最終的な枠としては、小型魚は4,238.1トン

ということになりました。消化率については７割強という形で終わっているところでござ

います。 

 大型魚については、このスタートの5,132トンから、繰越し分、あと、台湾からの300ト

ン移譲分、さらに、その年度末に小型魚から留保200トンを振り替えたということで、最

終的には6,159.5トンのトータルの漁獲可能量ということで、その中での消化率は86.5％

という結果になっております。 

 続きまして、第７管理期間、令和３管理年度ということで、正に現在の管理年度の配分
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でございます。基本的には前年、第６管理期間と同じような考え方で行っておりまして、

新しい要素としては、融通等の促進というのもあって、前年においては譲渡した都道府県

等に対するメリット措置というのをやりましたけれども、繰越しの配分の中ですね。この

年は消化率が８割以上になった都道府県等に対して、上乗せで若干配分するというような

ことも行っております。 

 続きまして、今管理年度の配分と実績ということになりますけれども、13ページでござ

います。これは８月末時点ということでございます。こちらはスタートの数字から繰越し

分を加えた数字ということで、小型魚4,438.1トン、大型魚5,961.9トンという形でござい

まして、消化率としては32.1％、63.1％という形でそれぞれなっております。 

 以上、配分について、駆け足でございましたけれども、基本的な考え方については、以

上のとおりとなっております。 

 続きまして、資料５に基づきまして、大型魚の増枠の可能性等が出てきている中で、今

後の部会においてどういう方向で検討していくのかというところの考え方の案を、資料５

としてお示しをしております。令和４管理年度以降の配分に係る検討の方向性について

（案）ということで、御説明をさせていただきます。 

 まず、Ⅰの背景・経緯でございますが、（１）として、先ほど福田交渉官の方から御説

明させていただきました先週のＷＣＰＦＣ北小委員会での合意ということで、①から④ま

で書かせていただいております。 

 まず、大型魚の漁獲枠は15％増ということ、あと、未利用分の繰越率の上限でございま

すけれども、これを17％としている特例措置を今後３年間延長するということ、あと、小

型魚の漁獲枠の大型魚への振替について、これは継続的な措置とするということでござい

ます。こちらは、これまで時限的な措置であったものを継続的な措置にするということで

ございます。 

 さらに、この小型魚から大型魚への漁獲枠の振替について、今後３年間ということでご

ざいますが、この小型魚の漁獲枠の10％を上限として、1.47倍を乗じて振り替えることを

可能とするということでございます。 

 小型魚の漁獲枠の10％上限ということで、先ほど、私の方からＷＣＰＦＣ上の小型魚の

枠が4,007トンと申し上げました。4,007トンの10％ということで、この1.47倍の換算率の

対象となる上限、我が国としては約400トンということになります。 

 これらの措置、12月１日から７日にＷＣＰＦＣ年次会合で議論されるわけでございます
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けれども、これが採択されるかどうかについては、依然として予断を許さない状況である

ということはございますけれども、そういう中で、来年度の配分について考える際に、①

として、この増枠等が採択されなかった場合は、これは従来の方法を踏襲した配分とせざ

るを得ないということでございます。一方で、これは仮に採択された場合ということで、

そういうのを想定して検討の方向性としては、次に御説明しますⅡの方向で検討してはど

うかというところでございます。 

 Ⅱの検討の方向性（案）ということでございます。１から次のページの４まで分けて大

きな論点と方向性をお示ししてございます。 

 まず、１として、「小型魚から大型魚へのシフトについて」ということでございます。

（１）として、まず、継続的に資源の回復を図るということで、全体としては小型魚から

大型魚に漁獲可能量をシフトさせてはどうかということでございます。 

 （２）として、先ほど来、申し上げている1.47倍の換算率を掛けて、小型魚から大型魚

に振り替えできますよ、ということのメリットを最大限享受をするためということで、小

型魚から大型魚への振替については、その上限である400トン以上というところを目指し

てはどうかという、この２点でございます。 

 続きまして、「大型魚増枠実現後の配分のあり方」ということで、これは大型魚に関す

るところでございます。大型魚増枠、これを実現しますと、この２の（１）、次のページ

の（２）にありますように、どれぐらい増えるかということでございますけれども、まず

枠の15％増ということで732トン増になるということです。 

 （２）にありますけれども、こちら、この1.47倍が適用される上限の400トンまで仮に

振り替えできたとした場合は、この400トンに0.47分、188トンが割増しされた588トンが

増えるという計算になります。 

 ですので、この２つが実現した場合は、この732トンと588トン、大型魚は増えるという

ことになりますので、1,320トン、トータルとしてそこまで増える可能性があるというこ

とでございまして、その配分を考えていくということでございますけれども、そこを考え

る際の留意事項として、この２の２行目から書かれてございますが、まず、現状で大型魚

の配分でございますけれども、管理措置の基準年、この2002年から2004年までの平均漁獲

実績、これが基本となっているわけですけれども、そこよりも少なくなっている、割り込

んで配分されている管理区分があるというところがございます。 

 この点については、この機会に整理をする必要があるんだろうというふうに考えており
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ますし、一方で、毎年の資源評価に用いるデータを得るためということで、留保から追加

配分している数量もあるというところにも留意をする必要があろうということでございま

す。 

 こういった留意事項を踏まえながら大型魚、まず増枠が実現した際の配分について、検

討をしていく必要があろうという考え方でございます。 

 続きまして、２ページの目の３の方に移っていただいて、「留保について」ということ

でございます。現在、国の方で保持する留保ですけれども、小型魚250トン、大型魚50ト

ンというところを基本として、国の方で留保を取っているということでございますけれど

も、ここに書かれております①から③、この３つの事項を考慮して見直す必要があるんで

はないかということでございます。 

 まず、①として、この間、旧ＴＡＣ法から漁業法に移りましたけれども、法に基づく数

量管理の開始以降、融通制度が普及している、あるいは数量管理への理解促進等によって、

大型魚、小型魚ともに大幅な漁獲可能量の超過は起きていないということで、漁業におけ

る漁獲可能量の超過リスクは、低減しているということが考えられるということでござい

ます。 

 ②として、特に小型魚においては、先ほども消化率のところで御紹介しましたけれども、

相当量の未利用が発生をしているという状況がございます。 

 ③として、これは遊漁の採捕の関係でございますけれども、遊漁の管理もやる必要があ

るということで、遊漁の採捕については、今年の６月から広域漁業調整委員会による規制

によって、遊漁によって採捕された大型魚の数量報告が義務化されておりまして、８月下

旬までに約20トンの報告があって、現状では、同じく広域漁業調整委員会による規制によ

って、来年の５月末まで大型魚の採捕も禁止ということになっているという状況がござい

ます。 

 これについては、各方面からいろいろな意見が出ているというのがある中、この漁獲可

能量制度の下での遊漁による大型魚の採捕の位置付け、扱いについては、今回の検討の中

でどうするのかというのを整理する必要が生じているというふうに考えております。 

 こういった３つの事項、状況を考慮して、国の留保の残し方について見直しをする必要

があろうということでございます。 

 最後、４として、「前管理年度未利用分等を原資とする追加配分について」ということ

でございます。それで、要は１から３までの考え方に沿って、当初の配分の考え方を見直
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すと、変更するという場合においては、その変更の内容に合わせて、繰越し分を原資とす

る追加配分のあり方についても見直しが必要だろうということで考えております。 

 以上、基本的な検討の方向性の案ということでお示しをして、今後、水産庁の方で具体

的な案、あるいは、どういう数字になるのかということも含めて、関係者の意見も聞きな

がら調整をしていきたいというふうに考えているところでございます。 

 最後、資料５の参考ということで、横長の表形式のもの、要は第５管理期間以降の配分

の基本的な考え方ということで、これは小型魚、大型魚共通のものと異なるものとござい

ますけれども、現状のものを、先ほど御説明したものよりも部分的にはより詳しく書いて

いるものでございます。 

 ざっと御説明しますと、大型魚、小型魚ともに基本的な考え方としては、基準年を基本

として近年の実績を勘案して配分と。それ以外に配慮すべき事項は、留保から配分しまし

ょうという考え方でございます。 

 このうち、都道府県ごとの配分については、小型魚について、漁獲規制が始まる直近年

の実績を基本ということで、2010年から2012年を基準としているということでございます

し、大型魚については、同じく規制が始まる以前の直近年の漁獲実績を基準とするんです

けれども、それプラス2015年から2017年の４月から翌３月の実績も基準とするという考え

方でございます。 

 あと、留保の配分でございますけれども、配慮すべき事項として、この留保、今、250

トンを基本としていますというところを御説明しましたけれども、こちらの250トンにつ

いては、大中型まき網漁業の配分から捻出をしているものというところは、配慮が必要だ

ろうということでございますし、現時点の考え方としては、過去の超過の状況なりを考え

ると、留保から配分を行うというのは困難だろうという考え方がございます。こちらは小

型魚の配慮事項でございまして、大型魚については、留保としては超過リスクを考慮して

１割を留保をするということ、あと、管理体制が整うまでの間ということで、留保からの

沿岸漁業に対する上乗せ配分、当初の上乗せ配分ということ、都道府県の直近３か年の最

大実績を勘案して、追加配分において当初の上乗せ配分を行っているということ、あと、

配分量が少ない県、混獲管理という形での当初の上乗せも行っているということでござい

ます。 

 あと、資源評価に用いるデータへの配慮ということで、小型魚については、一部地域の

ひき縄、大型魚については、近海のまぐろはえ縄ということで、当初に上乗せ配分してい
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るということでございますし、さらにその数字で不十分な場合は、その横の方にいきまし

て、追加配分することもできるという形でございます。 

 未利用分繰越しの扱いでございますが、現時点の考え方、国全体で繰り越せる上限が枠

の17％となっております。そういう中で17％繰越しが可能な状況では、各区分、あるいは

都道府県について、それぞれ持分の10％を上限にそれぞれが繰り越すということにしてお

りまして、それを超える部分については、国が一旦留保に入れて、追加配分の方に使って

いるという形でございます。追加配分については、データ収集のための追加配分に使って

いるというところがございます。 

 この未利用分の繰越しについては、小型魚は沿岸漁業を優先して配分ということですし、

大型魚については沿岸漁業、あと、近海かつお・まぐろ漁業を優先して配分ということに

なっております。 

 ちょっと駆け足でございましたけれども、現状の配分の考え方、それに基づく配分の結

果と漁獲実績、さらには、今回の大型魚の増枠等が実現する可能性が出てきたという状況

での今後の配分に関する検討の方向性について、御説明をさせていただきました。 

 私からの説明は以上でございます。 

○田中部会長 それでは、ただいまの事務局からの説明について御質問、御意見等ござい

ましたら、発言をお願いいたします。 

 どうぞ。 

○木村委員 木村です。 

 今、小型魚の未利用分がかなり大きくなっているんですけれども、そもそもそれはなぜ

起きたのかということと、もし何か戦略的な形で獲らないということで、大型魚の振替を

促すための措置だとするならば、そういったようなことについて簡単に御説明いただけな

いでしょうか。 

○田中部会長 これは水産庁の方かな。 

○資源管理推進室長 お答えいたします。小型魚の未利用分が多いということですが、理

由は、それぞれ地域によって違ったりもするんだと思いますけれども、基本的には枠が都

道府県、あるいは大臣管理区分に分かれていて、場合によっては、都道府県の中でそれが

いろんな知事の管理区分、漁業種類ですとか、あるいは地域に分けられて、その中でその

枠を遵守しようということで、皆さん苦労されて、場合によっては逃がしたりということ

で大変な思いをされているという状況です。それぞれ超過しないようにということで用心
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してやると、その未利用分が生じて、それが積み重なって全体が大きくなるというような

ところはあるかと思います。 

 そういう中で枠の有効活用ということで、水産庁としては、使う見込みがなくなったと

ころからは融通をするといったことも促進をしようということで、前回の資源管理分科会

の方でも御報告しましたが、融通の仲介なりを行って使う見込みのあるところに移して使

ってもらうと。それを進めるために追加配分において、譲渡した県に対するメリット措置

等も行っているところでございますけれども、そこはなかなか、いつ獲れるか分からない

という状況で、枠を他者に譲るというのはなかなか抵抗がある部分もあるんだろうと思い

ます。 

 そういう中で消化率という点では、特に小型魚について、先ほど申し上げたような高く

ない状態になっているということかと思います。 

 以上でございます。 

○木村委員 ちょっと懸念しますのは、ＷＣＰＦＣのところでの交渉の中で、小型枠を、

消化していないということがこれからの漁業交渉に何らかの影響を及ぼさないかというこ

とをちょっと懸念するんですけれども、その点は大丈夫なんでしょうか。 

○田中部会長 これはどちらが。 

○資源管理推進室長 確かに交渉上は、消化率が低いと別に上げなくてもいいじゃないか

と言われるという懸念というか、そういう心配は確かにあろうかと思います。そういう中

で、正に、ある程度その消化率を上げるというか、有効利用するという形で、先ほど申し

上げたような融通等によって、できるだけ枠が有効に活用されるようにということで進め

てきたところですし…… 

○木村委員 そうですよね。日本においては、基本的にはこの枠を増やしたいという、先

ほど三浦委員からの御意見もあったように増やしたいのに、実際には消化率がそれを達成

していないとなると、ちょっと何か相反するようなことになりかねないので、是非その点

は、政策の中で水産庁が主体的に取って、齟齬のないような、国際機関に行ったときに、

何か責められる材料とならないように是非調整を頂きたいと思います。 

○田中部会長 ありがとうございます。今、要望を承ったということで。 

 １つ、枠が余るというか、原因の一つが、最近大きな年級が出ていないということがあ

りますよね。小型魚が少ない。逆に言うと、この先、卓越年級が出ると、この枠の振替が

問題になる…… 
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○齋藤委員 齋藤ですけれども、発言いいですか。 

○田中部会長 どうぞ、齋藤委員。 

○齋藤委員 まず、２つ伺いたい点がございます。まずは、２つ目は増枠がなされるとい

う前提でのことなので、その前提の１つ目の疑問点でありますけれども、年次会合での議

論は予断を許さないと、そういった説明であります。そんな中で見通しということを伺う

のは、予断を許さないということだろうと思いますけれども、作業部会での提言がひっく

り返されるという場合、どんなリスク要因があるのか、どのような要因があるのか、それ

を伺いたいというのが第１点でございます。 

 ２つ目は、増枠がなされるという前提でのことになりますけれども、今、やや言及があ

ったかには理解しておりますけれども、説明では触れられなかったんですけれども、４－

２の７ページなんですけれども、そもそもベースとなっている2002年から2004年の大型魚

の平均漁獲量の表がございます。 

 それに対して、近海かつお・まぐろ漁業は752トンに対して167トン、第４管理期間以降、

３年間、167トンをベースに漁業を行っているということであります。 

 そこで、今、資料６の７ページも見ていただきたいと思うんですけれども、そこには参

考でありますけれども、各漁業が親魚量に与えるインパクトという表がございます。非常

にはえ縄漁業はもう見えないぐらい、1.2％というふうに書いてありますけれども、そう

いった評価であるにもかかわらず、2002年から2004年の平均漁獲量752トンに対して、ほ

かの漁業は、ほぼほぼそれをベースに割当てが配分されておるんですけれども、近海まぐ

ろ漁業だけはという言い方はあれですけれども、167トンになっていると。 

 そういったことを、これは増枠を契機に、最低でも752トンには戻していただきたい。

これは業界のもう強い要望でございます。御理解いただきたいと思います。 

 以上です。 

○田中部会長 ありがとうございます。 

 まず、交渉官の方。 

○漁業交渉官 交渉官の福田でございます。 

 ＷＣＰＦＣ年次会合に向けてのリスク要因といったようなお話を頂きました。北小委員

会は10か国地域ということで、ＷＣＰＦＣの主に北太平洋で操業している国メンバー、そ

れが参加して議論しまして、今回合意ということになったんですけれども、12月のＷＣＰ

ＦＣ年次会合におきましては、26か国地域が参加してくることになります。太平洋島しょ
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国もフルメンバーで参加してきますし、ＥＵなども新たに参加してきます。 

 もちろんＷＣＰＦＣ年次会合に先立って、関係国の方には働きかけを行ってまいるわけ

でございますけれども、年次会合におきましては、クロマグロだけではなくて、メバチ、

キハダ、カツオの熱帯まぐろの措置、そういったこととも併せながら検討が行われるとい

うことでございますので、議論の中で、かつ多数の国が議論に参加してきます。そういっ

たことから、議論を完全にやはり見通すのは難しい。 

 また、太平洋島しょ国は引き続き、クロマグロの増枠について慎重な姿勢を示していま

すので、そういったことがリスク要因として考えられるかなというふうに考えております。 

○田中部会長 ２点目は。 

○資源管理推進室長 ２点目につきまして、齋藤委員御指摘のとおり、近海かつお・まぐ

ろ漁業等、この資料４－２の７ページの表の752トンというのは、近海かつお・まぐろ漁

業だけではなくて、遠洋船あるいはかじき流し等の数字も含む数字でございますけれども、

いずれにしても、近海まぐろはえ縄漁業については、2002年から2004年の平均漁獲量をか

なり割り込んだ配分になっているというのは、おっしゃるとおりでございます。 

 そういうことで、資料５でいえば、Ⅱの検討の方向性（案）の２の「大型魚増枠実現後

の配分のあり方について」というところで、２行目でございますけれども、大型魚に係る

現状の配分が、管理措置の基準年である2002年から2004年までの平均漁獲実績よりも少な

くなっている管理区分があるということは、しっかり配慮をして、ここについて留意をし

て、この配分の考え方を取りまとめていきたいと考えているところでございます。 

 私からは以上でございます。 

○田中部会長 よろしいでしょうか。 

 谷委員、どうぞ。 

○谷委員 日本遠洋旋網漁業組合の理事をしております谷と申します。どうぞよろしくお

願いいたします。 

 水産庁の皆様の大型魚の増枠、大型魚、小型魚振替の係数に係る国際交渉への御尽力に、

まずもって感謝を申し上げます。大変だとは思いますが、12月のＷＣＰＦＣの年次会合に

おいて、今回の北小委員会の決定が合意されるよう、引き続き御尽力を頂きますよう、よ

ろしくお願いいたします。 

 大中型まき網業界としては、小型魚の漁獲が資源に与える影響が大きいことを認識する

とともに、できるだけ早く資源が復活し、余裕のあるＴＡＣの中でクロマグロを漁獲でき
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ることを願って、国から示された検討の方向性に従い、小型魚から大型魚へのシフトを検

討してまいりたいと思います。 

 その上で申し上げますと、現在のクロマグロ漁獲枠は、我々が本部会でも繰り返し主張

してきたとおり、大中型まき網業界にとっては不満が残るものでございます。その理由と

いたしまして、まず、小型魚の漁獲枠については、配分の当初から基本である基準年の半

減から272トン削減されています。また、平成29年、2017年に国の指導により、大中型ま

き網の小型魚500トンのうち250トンは大型へ振り替えられましたが、残りの250トンは国

の小型魚の留保に拠出しています。これは現在も国の留保とされております。 

 続いて、大型魚の漁獲枠については、大中型まき網は基準年の実績に基づく配分から

295トン削減され、更に１割相当の285トンを留保に拠出しています。ほかの漁業では留保

から相当の追加配分を受けておりますが、我々だけは見合った配分を受けておりません。

過去に遡ってこのような配分を見直せとは申し上げませんが、現在のクロマグロ漁獲枠が、

我々のこのような協力の上で成立していることは、是非とも関係者の皆様には御理解を頂

きたいと思います。 

 次回の検討会の際には、大中型まき網漁業の漁獲枠が、これまでどのように決められて

いるのかを分かりやすく示す資料を、水産庁から提示されることをお願いをしたいと思っ

ておるところでございます。 

 今回の大型魚の増枠分、振替係数の適用による増枠分について、我々の方での考えを申

し上げます。 

 まず、大型魚の増枠分については、漁獲実績や現在の枠に応じた配分がなされるのが適

当ではないかと考えます。また、現在の大中型まき網漁業の小型魚から大型魚への250ト

ンの振替分、更に追加で小型魚から大型魚への振替がなされる場合には、上限の約400ト

ンまでは1.47の振替係数が適用されると理解をしております。これに伴う0.47分の増枠に

ついては、小型魚の削減や小型魚の留保の拠出への協力を行った漁業に対して配分される

のが適当ではないかと考えておりますので、こういった観点から、当初配分の見直しを考

えていただきますよう、お願いをいたしたいと思っているところでございます。 

 以上でございます。 

○田中部会長 これについては。 

 じゃ、要望を承ったということでよろしいですか。 

 それでは、堀内委員。 
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○堀内委員 ホリエイの堀内です。 

 まず、資料５のⅡの検討の方向性の１の小型魚から大型魚に漁獲可能量をシフトさせる

という点ですが、これは私からすると、これはもうＷＣＰＦＣへ向けて消化率を上げてい

くための対応ではないかと感じております。この小型から大型魚へのシフトが会議に向け

ての対応であるのであれば、我々は小型魚をかなりの数を放流している漁業者にすれば、

もう一度これは再考していただきたいと思います。 

 そして、裏の２ページの、今の話に連動するんですけれども、小型魚においては相当量

の未利用が発生していることがあります。これは私たち沿岸の漁業者は、放流を数多く行

っています。私どもの定置でいえば、ここ直近３年間、毎年大体15キロから20キロの小型

魚を２万尾放流しております。 

 水産庁の方では、こういう我々が放流している小型魚のデータ、そして数量は管理、把

握はしているのでしょうか。そちらの方をお願いいたします。 

○田中部会長 これは室長の方かな。 

○資源管理推進室長 まず１点目でございます。この小型魚から大型魚へのシフトという

ことについて、当然、一律に400トンを目指して、配分を削って振替をするということで

はなくて、先ほど大中型まき網の谷委員からは、振替について前向きに検討するというよ

うなコメントを頂きましたけれども、当然、振替が可能な漁業種類とそうじゃないところ

があると思います。そういったところも含めて、今後この400トン以上を目指して今後、

具体的な中身を検討していきたいということでございます。 

 ２点目、小型魚等について、この枠を守るために放流をしていると、入ったものについ

て。そういう話、断片的にいろいろ聞かせておりますけれども、包括的にというか、どう

いう数が全体として放流されているというところまで、水産庁としては把握はしてはいな

い、データとして把握はしていないということでございます。いろいろと報道ですとか、

漁業者の皆さんから聞いて、これぐらい、うちでは去年放流したんだというお話とかは、

当然、個々には聞いておりますけれども、悉皆的にデータとして整備していますという状

況ではございません。 

 以上でございます。 

○堀内委員 どうしても小型魚においては、消化率が悪いのであるのであれば、我々はき

ちんと放流している。それを各漁協、都道府県、きちんと把握しております。その放流し

た数も小型魚の消化率に上げていただければ。 
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 我々はうちの定置でいくと、毎年２万尾前後放流しております。これは金額でいくと２

億です。２億放流して、資源管理に努めている中で、小型の消化率が悪いと。これはＷＣ

ＰＦＣでも前にも話題になりましたけれども、きちんと放流しているのに、それが報われ

た数字に出てきていない。そこはもう一度、水産庁の方には考えていただきたいと思いま

す。 

 我々漁業者は、消化率を上げるのはもちろん必要です。消化率が低いことで資源が回復

していることを忘れてはならないと思います。私ども漁業者の目標は、資源を回復させ、

持続的に活用できるようにすることであります。消化率が低いのが悪いというみたいな考

え方ではなくて、獲り控えをしている、獲り残しをしている結果、消化率が悪くなってい

るというのを、もう一度認識していただきたいと思います。 

 以上です。 

○田中部会長 ありがとうございます。 

 じゃ、部長、どうぞ。 

○資源管理部長 資源管理部長の藤田でございます。 

 小型魚の消化率の問題につきましては、水産庁自体としては、相当いろんな漁業者の方

に枠を守っていただくために努力をしていただいた結果だということで、評価をさせてい

ただいております。消化率が低いから、それを取り上げると言ったらおかしいですけれど

も、そういった考え方は全然持っていなくて、先ほど多分、議論の中で出たのは、国際交

渉上、そういったものがウイークポイントとして使われないかという議論があったんだろ

うというふうに思っています。 

 それとは別に、一方で、この資源評価、あるいは、これまでの状況からしますと、小型

魚を漁獲抑制することによって資源全体がどんどん大型魚が増えて、枠が増える可能性が

あるので、そうしますと、かなりこれまでの資源が低いときの漁獲の実態とは違った形で

の漁業というものがやっぱり生じてきますので、そういったことも考えると、しっかり大

型魚へのシフトみたいなものは、国全体として考えたときには、持っていって、資源を上

手に利用できる状態にした方がいいだろうということです。個別の各都道府県ですとか、

漁業種類のところから全部、先ほど魚谷が申し上げましたように、一律に消化率が低いと

ころから引っこ抜いて、それで大型魚へ振り替えますと、そういう考え方ではないので、

そこはちょっと誤解のないように頂ければと思います。 

○田中部会長 ここがやっぱり資源管理の１つ難しいところで、小型魚を獲る人と大型魚
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を獲る人がいて、どっちかが規制されると、どっちかが得をするという構造になっている

もんですから、そこは一律というのは、やっぱりよくないということだと思います。私、

損する人、あなた得する人がないようにしていただきたいなと思います。 

 ほかに。 

 よろしいでしょうか。 

 特にございませんでしょうか。もしなければ、この議題はここで閉じさせていただいて。 

 全体の方向としては、こんな感じで行っていくということですね。 

 よろしいですか。何か爆弾のようなものも入っているんだけれども、ここには。遊漁の

漁獲量とか。 

 三浦委員、どうぞ。 

○三浦委員 小型魚の未利用分等々の話がありましたが、留保も含めて配分されず、その

分が最後まで残っているところがやはり多いのかなと感じているというところがあります。

それと、定置網も含む沿岸漁業者については、混獲防止対策によって、先ほど堀内委員も

言っておられましたが、放流作業等負担を強いながらやっておりますし、また、くろまぐ

ろの大型、小型等のサイズを狙って漁獲することもなかなかできない。そうした中、沿岸

漁業への配分として、小型魚への特段の配慮をお願いしたいと思います。 

 そして、また全体的な管理から見ても、今回の北小委員会で大型魚の増枠が合意された

わけです。大型魚15％の増枠になる中で、沿岸漁業者等の配分枠が大型魚、小型魚のどち

らも、もし仮に減少することがあれば、それは我々沿岸漁業者としては受け入れられない。

今の漁獲枠の考え方というものを基本としつつ、配分の考え方をしっかりと検討していた

だきたいと思います。 

 以上です。 

○田中部会長 これは要望を承ったということでよろしいですか。 

 ということで。 

 堀内委員。 

○堀内委員 堀内です。 

 ２ページの遊漁の件です。広域漁業調整委員会より規制の要請がありまして、今、大型

も採捕停止になっております。 

 ここに８月下旬までに約20トンの報告があるとなっておりますが、私ども現場で見てお

りまして、この数字はもう非常に低いと。多分８月下旬でいくと、50トン以上は、もしか
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したら100トンという、本当の現場の感覚です。遊漁船もすごい増えてきました。 

 私は前回も意見を言ったんですけれども、遊漁船が漁船登録を行っていると。それを許

可している、都道府県。彼らが、マグロの行動に合わせて、南の方から遊漁船が北上して

きている。漁船登録を取っているので、どこの港にも着けます。それは遊漁だけだったら

まだいいんですけれども、どうしてもそれは食べることができないだろうという数。 

 現場には、遊漁船とセットで商業車、ハイエースとか大型の車が五、六台、常に止まっ

ています。中には非常に大きいクーラーボックスを積んでおります。私どもはそれを確認

をしているわけではないんですが、どう見ても、それを首都圏方向に運んでいるのではな

いかと。 

 これは遊漁船に対して漁船登録を許可している。水産庁もこれを判定するのは法的には

無理だという見解ですし、都道府県も阻止をすることはできないと。ですが、本当にハイ

エースとか関東方面のナンバーです。遊漁船も例年の倍ぐらいに増えております。ですか

ら、非常に難しいと思います、この数量管理をするのは。適正な遊漁者だけが報告してい

ると思います。全部の遊漁船が適正なことを行っているとは思えません。 

 私も青森県の方に数字を出してくれと言ったんですが、まだ出てきておりません。でも、

遊漁船の方のＳＮＳとかを見ると、今日は何キロのマグロを釣った、今日は何キロのマグ

ロを釣ったと書いてあるのに、県には報告はされていないという現状があります。ですか

ら、この20トンは、どう見ても私は現場の感覚では合わないと思います。 

 法律上、非常に厳しいと思います、対応としては。ですが、広域漁業調整委員会よりの

指示があります。今、現場の感覚でいくと、大型の採捕が５月末までの停止ということで、

私は遊魚の方から聞かれたりするんですけれども、要は、それはまだ水産庁の方向性は決

まってはいないと。でも、本年のこの20トン、８月下旬というのがあるのであれば、６月

１か月ぐらいの漁獲なんではないでしょうか。 

 これはやっぱり我々漁業者と、あと、遊漁者の方にもお互いの方に丁寧な説明、対応が

必要だと思っております。 

 以上です。 

○田中部会長 本件については。 

○資源管理推進室長 この遊漁による採捕に関する委員会指示ということで、当初は小型

魚が採捕禁止、大型魚は報告と。８月下旬の状況を受けて、大型魚についても現在禁止と

なっているということでございます。当然これは遵守。公的規定でございますので、遵守
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確保というのは非常に重要だと思っております。 

 なかなか完璧にこなすというのは難しいわけでございますけれども、水産庁としては、

いろんな疑義情報があれば、それぞれ対応をしていくということで今までもやってきてお

りますし、今後も対応していきたいと思います。 

 あと、遊漁で採捕されたクロマグロが売られているというような状況、こういうことで

あると、今回の広域漁業調整委員会指示ではなくて、沿岸くろまぐろ漁業の承認制に係る

広域漁業調整委員会指示がございます。それとの関係では、漁業を営んでいるということ

で、無承認での操業ということに該当する可能性もありますので、そういったものについ

ても、遊漁で獲られたものがどこどこで売られているよというような情報があれば、それ

も委員会指示違反の可能性があるということで、適宜対応していくということになるかと

思います。 

 以上でございます。 

○田中部会長 多分、結構大きな問題になるんじゃないかと思いますが。 

 それでは、三浦委員、どうぞ。 

○三浦委員 全漁連、三浦です。 

 遊漁のことについてですが、水産庁が今まで推定していた１年間の遊漁の採捕量という

のがありまして、これが今回、採捕の報告を義務付けたところ、６月のものの１か月間で、

１年間の水産庁が最初推定していた採捕量を超えるような状況になったということで、急

遽ストップを掛けてたということがあったので、しっかりとデータを精査をしていかない

と、今後の扱い方をどうしていくかということは、なかなか議論できないんじゃないかな

と思っています。まずはしっかりとしたデータを蓄積し、その上で議論をお願いしたいと

思っています。 

○田中部会長 データの蓄積等、要望があったということで、承ったということにしたい

と思います。 

 私は広調委の会長もやっていまして、遊漁者を呼んでいろいろ議論して、私は前々から、

遊漁者も同じテーブルに着けて、枠を少しでもやってやらないと、話合いが付かないと言

っていて、やっと一歩前進したところだと思います。これからですよね、やっぱりちゃん

とデータが集まって、ちゃんとこの規制の枠、同じ土俵で、これは日本に対する枠ですか

ら、遊漁者が別枠というわけじゃないので、そこは漁業者の方も、一応テーブルに着くこ

とを承認してもらわないと先に進めないという事情もあるんですね。そこはちょっとお願
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いしたいなと思いますけれども。 

 三浦委員、まだ何かございますでしょうか。手が挙がっていますけれども。 

 よろしいですか。 

 ほか、ございませんでしょうか。 

 何か爆弾だと言った途端、爆発してしまいましたけれども。 

 それでは、本件につきましては、いろいろ意見が出たことを踏まえまして検討していた

だくということにしたいと思います。 

 それでは、次、今後の進め方について、事務局から説明をお願いしたいと思います。そ

の他になるのかな。 

○資源管理推進室長 資源管理推進室長でございます。 

 それでは、私から今後の進め方について御説明いたします。本日は現状の配分の状況、

あるいは漁獲の実績を踏まえまして、令和４管理年度以降の配分に係る検討の方向性につ

いて御議論を頂きました。本日の御議論を踏まえて、配分の考え方に関する具体的な案の

検討、さらには、関係者との調整を進めてまいりたいと考えております。 

 その後、11月の下旬から12月上旬を目途に、次回のくろまぐろ部会を開催をして、考え

方の取りまとめに向けた議論を行っていただいた後、その取りまとめ結果でございますけ

れども、こちらは12月上旬から中旬をめどに開催をする資源管理分科会の方に報告をして、

この分科会の方で審議、議決いただくこととなります。 

 私からは以上でございます。 

○田中部会長 ありがとうございます。 

 日程等について紹介があったということですが、このような予定で進めていくというこ

とでございます。 

 何か今後の予定について、御発言はございますでしょうか。 

 特段ないということであれば、以上をもちまして、本日予定しておりました議事につい

ては、これで全て終了いたしました。 

 これをもちまして、本日のくろまぐろ部会を終わらせていただきます。御協力ありがと

うございました。 

午前１１時２６分 閉会 

 


